
○ 地方財政法（抄） 

（昭和２３年法律第１０９号） 

 

 

（地方債の協議等） 

第五条の三 

地方公共団体は、地方債を起こし、又は起こそうとし、若しくは起こした地方債の起

債の方法、利率若しくは償還の方法を変更しようとする場合には、政令で定めるところ

により、総務大臣又は都道府県知事に協議しなければならない。ただし、軽微な場合そ

の他の総務省令で定める場合は、この限りでない。 

10 総務大臣は、毎年度、政令で定めるところにより、総務大臣又は都道府県知事が第一

項の規定による協議における同意並びに次条第一項及び第三項から第五項まで並びに地

方公共団体の財政の健全化に関する法律第十三条第一項に規定する許可をするかどうか

を判断するために必要とされる基準を定め、並びに第七項各号に掲げる地方債並びに次

条第一項及び第三項から第五項まで並びに同法第十三条第一項の規定により許可をする

地方債の予定額の総額その他政令で定める事項に関する書類を作成し、これらを公表す

るものとする。 

11 総務大臣は、第一項の規定による協議における総務大臣の同意並びに前項に規定する

基準の作成及び同項の書類の作成については、地方財政審議会の意見を聴かなければな

らない。 
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令
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地
方
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計
画
の
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改
正
に
つ
い
て

追
加

額
（
通

常
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）

（
※
）
資
金
計
上
の
考
え
方

令
和
４
年
度
当
初
計
画
の
事
業
債
毎
の
公
的
資
金
シ
ェ
ア
と
同
シ
ェ
ア
を
確
保

（
財
務
省
理
財
局
及
び
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
了
解

済
み
）

う
ち
財

融
資

金
（
※

）
う
ち
機

構
資

金
（
※

）

災
害

復
旧

事
業

債
：

１
,０
８
１
億
円

辺
地

対
策

事
業

債
：

４
億
円

過
疎

対
策

事
業

債
：

３
２
億
円

補
正

予
算

債
：

１
１
,７
９
２
億
円

公
営

企
業

債
：

１
,５
２
０
億
円

合
計

：
１
４
,４
２
９
億
円

７
,６
４
５
億
円

６
９
８
億
円

※
東
日
本
大
震
災
分
は
追
加
額
な
し

○
当
初
計
画
額
（
通
常
収
支
分
）
１
０
１
，
７
９
９
億
円

→
第
１
次
改
正
後
計
画
額

１
１
６
,２
２
８
億
円
（
＋

１
４
．
２
％
）

○
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

財
務
省
と
の
正
式
協
議
後
、
改
正
後
の
地
方
債
計
画
を
告
示
（
令
和
４
年
１
２
月
下
旬
（
予
定
）
）

○
補
正
予
算
（
第
２
号
）
に
伴
う
追
加
額

１
,０
８
１
億
円

－

４
億
円

－

２
７
億
円

４
億
円

５
,９
５
０
億
円

２
０
４
億
円

５
８
３
億
円

４
９
０
億
円

令
和

４
年

１
２

月
自

治
財

政
局
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   （単位：億円、％）

１ 15,905 16,098 △ 193 △ 1.2

２ 1,090 1,103 △ 13 △ 1.2

３ 2,208 1,141 1,067 93.5

４ 3,707 3,319 388 11.7

1,454 1,223 231 18.9

367 371 △ 4 △ 1.1

807 639 168 26.3

542 549 △ 7 △ 1.3

537 537 0 0.0

５ 28,013 27,724 289 1.0

2,411 2,322 89 3.8

690 690 0 0.0

871 871 0 0.0

3,221 3,221 0 0.0

5,500 6,200 △ 700 △ 11.3

5,000 5,000 0 0.0

5,220 4,320 900 20.8

4,000 4,000 0 0.0

1,100 1,100 0 0.0

６ 5,766 5,520 246 4.5

534 520 14 2.7

5,232 5,000 232 4.6

７ 345 345 0 0.0

８ 700 700 0 0.0

９ 100 100 0 0.0

57,834 56,050 1,784 3.2

１ 6,403 5,258 1,145 21.8

２ 350 303 47 15.5

３ 2,001 1,739 262 15.1

４ 288 195 93 47.7

５ 689 571 118 20.7

６ 4,193 3,637 556 15.3

７ 434 375 59 15.7

８ 840 658 182 27.7

９ 12,721 11,934 787 6.6

10 78 56 22 39.3

27,997 24,726 3,271 13.2

85,831 80,776 5,055 6.3

地 域 開 発 事 業

下 水 道 事 業

観 光 そ の 他 事 業

計

合 計

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

計

二 公 営 企 業 債

水 道 事 業

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（2） 過 疎 対 策

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

（7） 公 共 施 設 等 適 正 管 理

（8） 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策

（9） 緊 急 浚 渫 推 進

（4） 地 方 道 路 等

（5） 旧 合 併 特 例

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災

一 般 単 独 事 業

（1） 一 般

（2） 地 域 活 性 化

（3） 防 災 対 策

（3） 一 般 廃 棄 物 処 理

（4） 一 般 補 助 施 設 等

（5） 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

災 害 復 旧 事 業

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

（2） 社 会 福 祉 施 設

(A)-(B) (C) (C)/(B)×100

一 一 般 会 計 債

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

令和４年度地方債計画

（ 通 常 収 支 分 ）

項 目
令和４年度 令和３年度 差 引 増 減 率

計 画 額 (A) 計 画 額 (B)

告示
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   （単位：億円、％）

 三 17,805 54,796 △ 36,992 △ 67.5

 四 800 800 0 0.0

11,792 - 11,792 皆増

( 334 ) ( 241 ) (  93 ) ( 38.6 )

( 334 ) ( 241 ) (  93 ) ( 38.6 )

116,228 136,372 △ 20,145 △ 14.8

  89,338 112,407 △ 23,070 △ 20.5

  26,890 23,965 2,925 12.2

資  金  区  分

52,056 58,662 △ 6,606 △ 11.3

33,897 36,839 △ 2,942 △ 8.0

18,159 21,823 △ 3,664 △ 16.8

( )( 334 ) ( 241 ) (  93 ) ( 38.6 )

64,172 77,710 △ 13,539 △ 17.4

36,600 44,700 △ 8,100 △ 18.1

27,572 33,010 △ 5,439 △ 16.5

１

２

３

４

５

（備　考）

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

　公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する特別減収対策企業債

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とする
　ものであって外書である。

五 補 正 予 算 債

民 間 等 資 金

市 場 公 募

銀 行 等 引 受

その他同意等の見込まれる項目

　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業等に係る地方負担額に対して発行する
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

訳 公 営 企 業 会 計 等 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

国 の 予 算 等 貸 付 金

臨 時 財 政 対 策 債

退 職 手 当 債

六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内 普 通 会 計 分

項 目
令和４年度 令和３年度 差 引 増 減 率

計 画 額 (A) 計 画 額 (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)×100
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復旧・復興事業
   （単位：億円、％）

8 7   1   14.3

1 2 △ 1 △ 50.0

1 1   0   0.0

5 1   4 400.0

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

15 11   4   36.4

9 8   1   12.5
6 3   3   100.0

12 8   4   50.0

3 3   0   0.0

( 1 )( 1 ) (   0 ) (   0.0 )

　１　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設
　　整備等事業債

　２　上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する
　　公営企業債

　３　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

（備　考）
　　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

資
金
区
分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構資金

( 国 の 予 算 等 貸 付 金 )

　　その他同意等の見込まれる項目

水 道 事 業

国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内
訳

普 通 会 計 分
公 営 企 業 会 計 等 分

(C)/(B)×100

一 般 会 計 債

公 営 住 宅 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

一 般 単 独 事 業

公 営 企 業 債

令和４年度地方債計画

（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

項 目
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 差 引 増 減 率
計 画 額 (A) 計 画 額 (B) (A)-(B) (C)
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   （単位：億円、％）

１ 15,905 15,905 0.0

２ 1,090 1,090 0.0

３ 1,127 1,081 2,208 95.9

４ 3,707 3,707 0.0

1,454 1,454 0.0

367 367 0.0

807 807 0.0

542 542 0.0

537 537 0.0

５ 28,013 28,013 0.0

2,411 2,411 0.0

690 690 0.0

871 871 0.0

3,221 3,221 0.0

5,500 5,500 0.0

5,000 5,000 0.0

5,220 5,220 0.0

4,000 4,000 0.0

1,100 1,100 0.0

６ 5,730 36 5,766 0.6

530 4 534 0.8

5,200 32 5,232 0.6

７ 345 345 0.0

８ 700 700 0.0

９ 100 100 0.0

56,717 1,117 57,834 2.0

１ 5,566 837 6,403 15.0

２ 300 50 350 16.7

３ 1,963 38 2,001 1.9

４ 288 288 0.0

５ 689 689 0.0

６ 4,193 4,193 0.0

７ 379 55 434 14.5

８ 840 840 0.0

９ 12,181 540 12,721 4.4

10 78 78 0.0

26,477 1,520 27,997 5.7

83,194 2,637 85,831 3.2

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

下 水 道 事 業

観 光 そ の 他 事 業

計

合 計

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

計

二 公 営 企 業 債

（9） 緊 急 浚 渫 推 進

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（2） 過 疎 対 策

（6） 緊 急 防 災 ・ 減 災

（7） 公 共 施 設 等 適 正 管 理

（8） 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策

（3） 防 災 対 策

（4） 地 方 道 路 等

（5） 旧 合 併 特 例

（5） 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

一 般 単 独 事 業

（1） 一 般

（2） 地 域 活 性 化

（2） 社 会 福 祉 施 設

（3） 一 般 廃 棄 物 処 理

（4） 一 般 補 助 施 設 等

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

災 害 復 旧 事 業

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

改正後計画額

(A) (B) (B)/(A)×100

一 一 般 会 計 債

令和４年度地方債計画

（ 通 常 収 支 分 ）

項 目

令和４年度 令 和 ４ 年 度 増 減 率

当初計画額 今回追加額

（参考）
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   （単位：億円、％）

 三 17,805 17,805 0.0

 四 800 800 0.0

- 11,792 11,792 皆増

( 334 ) ( ) (  334 ) (   0.0 )

( 334 ) ( ) ( 334 ) ( 0.0 )

101,799 14,429 116,228 14.2

  76,077 13,261 89,338 17.4

  25,722 1,168 26,890 4.5

資  金  区  分

43,713 8,343 52,056 19.1

26,252 7,645 33,897 29.1

17,461 698 18,159 4.0

( ) ( 334 ) ( ) ( 334 ) ( 0.0 )

58,086 6,086 64,172 10.5

36,600 36,600 0.0

21,486 6,086 27,572 28.3

１

２

３

４

５

（備　考）

　　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とする
　ものであって外書である。

　防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策事業等に係る地方負担額に対して発行する
防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

　公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する特別減収対策企業債

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

国 の 予 算 等 貸 付 金

民 間 等 資 金

市 場 公 募

銀 行 等 引 受

その他同意等の見込まれる項目

訳 公 営 企 業 会 計 等 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

 五 補 正 予 算 債

 六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内 普 通 会 計 分

(A) (B) (B)/(A)×100

臨 時 財 政 対 策 債

退 職 手 当 債

項                 目

令和４年度 令 和 ４ 年 度 増 減 率

当初計画額 今回追加額 改正後計画額
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